
基登 第 03 3 1 007 号 

平成 1 6 年 3 月 3 t 日 

各都道府県知事 殿 

厚生労働省労働基準局長 

勤労者財産形成促進法施行令の 一部を改正する 政令の施行について 

勤労者財産形成促進法施行令の 一部を改正する 政令 ( 平成 1 6 年政令弟Ⅰ 0 9 号。 以下 

「改正政令」という。 ) が、 本日公布され、 平成 1 6 年 4 月 1 日に施行されるところです。 

近年、 産業構造の転換や 労働者の意識変化等に 伴い労働力の 流動化が進んでおり、 転職 
する勤労者が 増加するとともに、 雇用情勢の悪化により 失業期間の長期化が 見られるとこ 
ろです。 このような状況の 下、 今般の改正政令は、 勤労者財産形成貯蓄契約、 勤労者財産 
形成年金貯蓄契約又は 勤労者財産形成住宅貯蓄契約 ( 以下「財形貯蓄契約等」という。 ) 
を締結している 勤労者が転職等をした 場合に、 失業期間が 1 年を超えるときであ っても 異 

動先 で財形貯蓄契約等を 継続することができるようにするために 所要の措置を 講ずるもの 

です。 

改正の具体的内容 は 下記のとおりであ るので、 御 留意の上、 勤労者財産形成促進制度の 

周知普及等につき 引き続き御協力をお 願いいたします。 
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転職等をした 場合に異動 先 で財形貯蓄契約等を 継続するため 財形貯蓄契約等の 預貯金 

等の預替えを 行 う ことができる 期間の延長等 ( 改正後の勤労者財産形成促進法施行令 ( 昭 

和 4 6 年政令第 3 3 2 号 ) 第 1 4 条の 2 5 及び第 1 4 条の 3 3 関係 ) 

勤労者財産形成促進法 ( 昭和 4 6 年法律第 9 2 号 ) 第 6 条第 6 項 ( 同条第 7 項におい 

て 準用する場合を 含む。 ) においてほ、 財形貯蓄契約等を 締結している 勤労者が転職等 

をした場合であ って、 異動前の財形貯蓄契約等の 相手方であ る財形貯蓄取扱機関に 預貯 
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